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公的資金による研究開発の追跡調査結果に関する一考察 
 

○福井和生, 吉田准一, 北川勉(NEDO) 

 
1. はじめに 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構(以下｢NEDO｣と記す)では、年間約 2 千億円の公

的資金を使って民間企業、大学、公的研究機関などとともに研究開発プロジェクトを実施している。こ

れらの研究開発プロジェクトでは、社会的な要請や緊急性が高い、様々な事業者への波及効果が期待で

きる、又は産業競争力・国際競争力強化の観点から一社では研究開発リスクが高いなどの特徴を有する

技術開発が中心となっている。そのため、必然的に研究開発目標のハードルが高くなったり、国策的な

支配因子(新規産業育成、マーケット創生、法規制など)が関与するなど、企業が日常的に行っている研

究開発とは異なる条件が加わるため、多角的なプロジェクトマネジメントが要求されることになる。 
NEDO では、平成 16 年度から中長期・ハイリスクプロジェクトの追跡調査に取り組んでおり、プロ

ジェクト参加機関へのアンケート調査やヒアリング調査を通じて、今後のプロジェクトマネジメント改

善に繋げていく試みを行っている。そのため、本研究では、追跡調査で得られた情報をもとに、プロジ

ェクトに参加した企業がプロジェクト終了後、上市・製品化又は継続研究の中止に至った要因について

調査、分析し、公的資金による研究開発における成功率を向上させるために必要なプロジェクトマネジ

メントに関する指針を考察したので、その結果を報告する。 
 
2. 調査方法 
本研究の全体イメージを図 1に示す。プロジェクトマネジメント向上に資する指針を考察するために、

(1)上市・製品化に至る要因分析、(2)プロジェクト終了後中止及び継続的な取組みを実施後中止に至る

要因分析を行うこととした。 
(1)の分析に必要なパラメーターとしては、①研究開発課題に関連する高い技術的ポテンシャル、②競

合優位性確保のためのプロジェクト期間中からの適切な知財戦略やコスト目標の設定、③プロジェクト

実施体制内における研究部門

と事業部門を橋渡し、又は研

究から実用化まで担当するキ

ーパーソンの存在、④開発目

標を明確化するためにプロジ

ェクト期間中からのユーザー

ニーズの適時・適切な反映(マ
ーケットリサーチ力)、⑤プロ

ジェクト期間中の技術面・事

業面での他社との連携、⑥プ

ロジェクト実施にあたっての

責任の所在が明確で強力なリ

ーダーシップを発揮するリー

ダーの存在とした。 
また、(2)の分析に必要なパ

ラメーターとしては、①技術

課題の克服困難、②市場や社
図 1 追跡調査によるプロジェクトマネジメントへのフィードバック
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